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表紙

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主
さまに対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆さまに電子提供措置事項から
上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第42回定時株主総会資料

●　事業報告
「会計監査人の状況」
「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
「会社の支配に関する基本方針」

●　計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

第42期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
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会計監査人の状況

支　払　額　（百万円）

１ 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 27

２ 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27

会計監査人の状況
（１）名称　　　　　　　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

（２）報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金
融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分していないため、上記１にはこれらの合計額を記載
しております。なお、記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

（３）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主
総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監
査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告
いたします。

（５）責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（１）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
Ⅰ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１. 当社の取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下に業務を執行するための指針と

して定めた「企業倫理規程」に基づき行動する。
２. 内部通報制度（内部通報ホットライン）等により、法令及び諸規程に反する行為等を早期に発見し是正
する。

３. 健全な企業経営のため反社会的勢力との関係は一切遮断する。そのため不当要求防止責任者を設置し、
不当な要求に対しては外部専門機関とも連携し毅然とした対応をとる。

４. 金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向けた内部統制システムの構築を行
い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行うことにより、
金融商品取引法及びその他関係法令等の適合性を確保する体制を整える。

５. 取締役及び使用人の法令・定款違反行為については、懲罰規定に基づき、厳正に対処する。
Ⅱ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
１. 取締役会及び業務執行会議その他の重要な会議の意思決定に係る情報、職務の執行に係る文書（電磁的
記録を含む）は、「文書管理規程」をはじめとする社内規程に従い適切に保存及び管理を行う。

２. 取締役（監査等委員である取締役を含む）は、必要に応じて上記１．の文書を閲覧することができるも
のとする。

Ⅲ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１. 組織横断的なリスク状況の監視並びに全社的対応を行う機関として「リスク管理委員会」を設け、迅速
かつ適切な対応をとる。

２. 各部門の所管業務に付随する通常的なリスク管理は、当該部門が関係する諸規程に従いこれを行う。
Ⅳ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１. 業務の有効性及び効率性を図る観点から当社経営に係る重要事項については「取締役会規程」等に基づ
き取締役会において決定する。ただし、定款規定及び取締役会決議により業務執行の決定を委任された
取締役は、委任された範囲内で業務執行の決定を行う。

２. 取締役は取締役会で定める「取締役会規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」等に基づき、所管業務
の執行を行う。

３. 取締役会は、経営の意思決定を合理的かつ効率的に行うと共に、業務執行に対する管理監督機能を高め
る。

４. 業務運営状況について、内部監査室による内部監査を実施し、その状況を把握し改善を図る。
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業務の適正を確保するための体制

Ⅴ. 会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
１. 経営企画室は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務執行及び内部統制を統括し、適切な監視
及び報告体制を確保する。

２. 当社から子会社に役員を配置し子会社を管理する体制とする。子会社の担当役員は、業務執行の状況を
定期的に当社の取締役会に報告する。

３. 当社と子会社間の取引は、法令、会計原則、税法その他社会規範を遵守して行う。
４. 内部監査室は、定期的に子会社の業務執行及び内部統制の運用状況を監査し、当社の代表取締役社長に
報告すると共に、その結果を子会社と共有のうえ、子会社と協力して改善のための検証を行う。

Ⅵ. 監査等委員会の職務を補助すべき使用人等に関する事項並びに当該使用人等の取締役(監査等委員である
取締役を除く)からの独立性及び監査等委員会の当該使用人等に対する指示の実効性の確保に関する事項

１. 監査等委員会が職務を補助すべき使用人等（以下「監査等委員会補助者」という）を求めた場合、取締
役会は必要に応じて、補助業務をする者を配置する。

２. 監査等委員会補助者の適切な職務遂行のため、監査等委員会補助者の人事異動及び人事考課等に関して
は、監査等委員会の事前の同意を得るものとする。

３. 監査等委員会補助者は、当社の監査等委員会から指示を受けた業務を遂行する。
Ⅶ. 取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制
１. 当社及び子会社の取締役（当社の監査等委員である取締役を除く）、監査役、使用人又はこれらの者か
ら報告を受けた者（以下「報告者」という）は、当社の取締役会等、監査等委員が出席する重要な会議
において、当社の監査等委員に対し適宜担当する業務の執行状況を報告する。

２. 報告者は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項その他当社のコンプライアンス及びリスク管理
上重大な事項を発見したときは、速やかに当社の監査等委員会に報告する。

３. 報告者の異動、人事評価及び懲戒等について、報告の事実を考慮することはできず、報告者は、異動、
人事評価及び懲戒等の理由の調査を監査等委員会に依頼できる。

Ⅷ. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１. 監査等委員会からの要請があれば、内部監査室の協力、会社内の諸会議への出席を保証する。
２. 代表取締役及び会計監査人は、監査等委員会とそれぞれ定期的な会合を持ち、相互の意思疎通を図るべ
く意見交換を行う。

３. 監査等委員の職務の執行に要する費用については、支出に合理性がないと取締役会が拒否の判断をした
場合を除き、会社所定の手続きを経て速やかにその実費相当額を支払う。また費用に前払いの必要が生
じたときは、会社所定の手続きを経て処理をする。
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業務の適正を確保するための体制

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
１．職務執行の適正及び効率性の確保
取締役会は、社外取締役２名を含む取締役９名で構成され14回開催（その他、書面決議４回）し、各議
案の審議及び業務執行状況等の監督を行いました。
また当社は、執行役員制を採用し各業務を所管させ、意思決定の迅速化、効率化を図っております。取
締役、執行役員及び常勤監査等委員が出席する業務執行会議を12回開催し、情報共有化及び業務執行の
適正化等について協議いたしました。

２．監査の実効性確保
監査等委員会は、社外取締役である監査等委員２名と常勤監査等委員１名の合計３名で構成されていま
す。監査等委員会は14回開催し、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議・決議を行いまし
た。また、代表取締役社長及び取締役会議長である取締役とも定期的に面談し、会計監査人及び内部監
査部門とも積極的に意見交換を行いました。
他方、監査等委員は全員取締役会に出席し、適正な意見、提言を行いました。さらに常勤監査等委員
は、業務執行会議等重要会議に出席し、助言、提言を行いました。
なお会社は、監査等委員がその職務に必要な費用について全てを負担いたしました。

３．内部通報制度
匿名性が担保された内部通報窓口を設置して、コンプライアンス違反行為等の情報収集に努めると共
に、通報者の保護と通報内容に対処する体制を整備しております。

４．反社会的勢力の排除
新規取引先との契約締結に際しては、反社会的勢力排除条項の契約書への記載を必須としております。
また、警察等や関連団体との情報交換を継続的に実施すると共に、社内への啓蒙を進めました。

５．内部監査体制
実査数は、店舗を含め事業所約170か所とコロナ禍で減少した前期（2022年3月期）より約65か所増加
となり、内部監査計画に基づき業務監査を実施し、監査結果を代表取締役社長及び監査等委員会に報告
すると共に、必要な場合は是正勧告を行う等、業務の適正化に努めました。

６．財務報告に係る内部統制
期初に決定した評価範囲に基づき、当該財務報告に係るプロセスにおける内部統制の有効性評価を実施
いたしました。
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会社の支配に関する基本方針

会社の支配に関する基本方針
　当社は、経営権の移動に伴う企業活動の活性化の意義について否定するものではありません。ただ当社は設
立以来、自然志向の化粧品を主体としたコンサルティング販売を事業の中核として、顧客の支持に支えられ今
日まで安定的な成長と着実な財務基盤を形成してまいりました。
　このような企業経営に対する評価と今後の期待感の結果が株主をはじめとする現在のステークホルダーを形
成していると考えております。
　また、当社では次の経営理念を掲げ事業活動に努めております。
１. 美しさと健康と快適な生活を願われる人々のために、優れた商品と真心のこもったサービスを提供し、
お客さまから「ありがとう」と言われるような企業活動を続けます。

２. 企業は社会の支持が無くては発展し得ないことを自覚し、法令、社会規範、社会倫理を遵守し、社会の
人々に対して常に誠実に行動します。

３. 限りある資源を無駄にすることなく、また自然を破壊することなく、環境との調和を目指します。
　従いまして、当社の財務及び事業を支配すべき者の在り方としては、培ってきた経営ノウハウにより顧客の
支持・信頼を得て、継続的に事業を発展させると共に、当社の経営理念に則り、株主をはじめとするステーク
ホルダーの価値の向上を図るものでなければならないと考えております。
　当社は現在のところ所謂「買収防衛策」は導入しておりませんが、仮に当社の財産及び経営権を支配あるい
は影響力を行使する目的で当社株式の大量取得を表明する者が出現した場合には、上記の理由から慎重にその
適正性を判断し、当社として最も適切と考えられる措置を講ずるものといたします。具体的には、社外の専門
家を含め当該買収提案の評価や表明者との交渉を行い、その中で当社の経営理念、企業価値に適合せず、また
株主共同の利益に資さないと判断した場合には、速やかに対抗措置の要否及び内容等を決定し実行する体制を
整えます。
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株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から)2023年 3 月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
自己
株式

株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 934,682 1,282,222 1,282,222 119,666 2,800,000 1,066,489 3,986,155 △724 6,202,334

当期変動額

剰余金の配当 － － － － － △117,560 △117,560 － △117,560

当期純利益 － － － － － 511,955 511,955 － 511,955

土地評価差額金の取崩 △927,200 △927,200 △927,200

株主資本以外の項目の
当期の変動額(純額) － － － － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － △532,804 △532,804 － △532,804

当期末残高 934,682 1,282,222 1,282,222 119,666 2,800,000 533,684 3,453,350 △724 5,669,530

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 93,861 △970,933 △877,072 5,325,262

当期変動額

剰余金の配当 － － － △117,560

当期純利益 － － － 511,955

土地評価差額金の取崩 － 927,200 927,200 －

株主資本以外の項目の
当期の変動額(純額) 22,127 － 22,127 22,127

当期変動額合計 22,127 927,200 949,327 416,523

当期末残高 115,989 △43,733 72,255 5,741,785

株主資本等変動計算書

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表

個　別　注　記　表
（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……総平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）
市場価格のない株式等……総平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）……定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）……定額法
（３）長期前払費用……定額法
（４）リース資産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま
す。

（３）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額を計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、翌期一括で費用処理することとしております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により費用処理しております。

－ 7 －
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（４）役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
(直営店商品販売事業）
　商品の販売については、顧客に商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は商品を引
き渡す一時点において充足する取引であるため、引渡時点で収益を認識しております。なお、当社が運
営するポイントプログラムについては、顧客との契約において付与された重要な追加の財を取得するオ
プションであるため、将来の財又はサービスが移転する時、あるいは当該オプションが消滅する時に収
益を認識しております。
(卸販売事業）
　卸販売事業については、顧客に商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は商品を引
き渡す一時点において充足する取引であるため、引渡時点で収益を認識しております。なお、返品権付
きの商品（及び返金条件付きで提供される一部のサービス）を販売したときは、予想される返品部分を
合理的に見積り、収益を認識しております。なお、取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受
領しており、重要な金融要素は含まれておりません。
(直営店サービス事業）
　直営店サービス事業については、顧客にリフレクソロジーやフィットネスに関するサービスを提供す
る履行義務を負っております。リフレクソロジーに関するサービスについては個別のサービスを提供し
た時点に履行義務が充足され、フィットネスについては契約に基づき一定期間にわたり履行義務が充足
されることから、それぞれの履行義務の充足に応じて収益を認識しております。

－ 8 －



2023/05/23 23:24:28 / 23988104_株式会社ハウスオブローゼ_招集通知

個別注記表

当事業年度(自　2022年4月1日　至　2023年3月31日）
（単位：千円）

報告セグメント 合　計
直営店

商品販売事業 卸販売事業 直営店
サービス事業

商品（ＰＢブランド）
　　　直営店 7,901,327 － －  7,901,327
　　　ネット通販 1,276,608 － －  1,276,608
　　　卸売 － 1,457,508 －  1,457,508
　　　その他 76,534 2,863 －  79,398
サービス
　　リラクゼーションサロン － － 505,001  505,001
　　フィットネス（カーブス） － － 685,473  685,473
顧客との契約から生じる収益 9,254,470 1,460,372 1,190,475 11,905,318
その他の収益 － － － －
外部顧客への売上高 9,254,470 1,460,372 1,190,475 11,905,318

科目名 金額（千円）
減損損失 21,104

（収益認識に関する注記）
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針」の「４.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
3． 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
　　残存履行義務に配分した取引価格
　当社では、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、残存履行義務に配分し
た取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しており
ます。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありませ
ん。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
（１）科目名及び当事業年度計上額

－ 9 －
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　当事業年度において、『HOUSE OF ROSE』ブランドによる化粧品等の販売を行う「直営店商品販
売事業」及びリラクゼーション・サロンやフィットネス・クラブを運営する「直営店サービス事業」に
計上されている店舗の固定資産（減損前帳簿価額116,505千円）について、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大等に伴い収益性が低下したことにより、減損の兆候を識別した国内8店舗（減損前帳簿価額
26,428千円）のうち国内7店舗について、減損損失21,104千円を計上しております。

（２）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
①見積りの算出方法
　当社は、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位とした資産のグル
ーピングを行っており、減損の兆候が識別された店舗については、該当する店舗における割引前将来キ
ャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較して、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下
回る場合には、減損損失を認識しております。減損損失を認識すべきと判定された店舗の固定資産につ
いては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を当期の減損損失として計上しております。
回収可能価額は店舗の使用価値により測定され、使用価値がマイナスとなった場合には回収可能価額を
零として算定しております。
②見積りの算出に用いた主な仮定
　使用価値は、複数の仮定を用いて策定された各店舗の計画に基づき、割引前将来キャッシュ・フロー
を見積もることにより算定しておりますが、今後の市場の動向等により影響を受ける可能性がありま
す。
　なお、各店舗の計画における主な仮定は以下の通りであります。

・店舗売上高の将来見通し
・店舗人件費の将来見通し

　加えて、新型コロナウイルス感染症の影響については、沈静化に伴う各種の制限解除により、持ち直
していくことを期待しておりますが、2023年4月以降も一定の影響が残るものと仮定し、割引前将来
キャッシュ・フローの見積りを行っております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
　固定資産の減損における主な仮定である、「店舗売上高の将来見通し」及び「店舗人件費の将来見通
し」は、見積りの不確実性が存在するため、キャッシュ・フローの実績が見積金額と乖離する可能性が
あります。
　また、新型コロナウイルス感染症の収束の遅れなどによる収益性の低下により、「直営店商品販売事
業」及び「直営店サービス事業」に計上されている店舗の固定資産について、翌事業年度において新た
に減損の兆候が識別され、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、減損損
失が発生する可能性があります。

－ 10 －
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科目名 金額（千円）
繰延税金資産 607,403

１．有形固定資産の減価償却累計額 533,764千円

　再評価を行った年月日 2002年３月31日

（繰延税金資産の回収可能性）
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①見積りの算出方法
　繰延税金資産は、繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針（企業会計基準適用指針第26号）に
定める会社分類に基づき、当事業年度末における将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、
将来の税金負担額を軽減することができる範囲で計上しております。
②見積りの算出に用いた主な仮定
　繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画を基礎とした将来の課税所得の見積り等に基づいて判
断しており、その主要な仮定は売上高の将来見通し（売上高成長率）であります。
　売上高の将来見通し（売上高成長率）は、売上高の過去実績や今後の施策等に基づき、市場環境・業
界動向を考慮して策定しており、入手可能な情報に基づいた最善の見積りであると判断しております。
③翌事業年度の計算書類に与える影響
　新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、沈静化に伴う各種の制限解除により、持ち直して
いくことを期待しておりますが、2023年3月以降も一定の影響が残るものと仮定し、見積りを行って
おります。なお、将来の事業計画については不確実性を伴うことから、上記仮定に変化が生じた場合
は、翌事業年度以降において繰延税金資産の取崩しが発生する可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

２．土地再評価
　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価
を行い、再評価差額から「再評価に係る繰延税金資産」を控除した金額を「土地再評価差額金」として
純資産の部に計上しております。
再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固
定資産税評価額、ならびに第５号に定める鑑定評価に基づき、時点修正等の合理的な調整を行って算定
する方法に基づいて算定しております。

－ 11 －
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　営業取引 －千円
　営業取引以外の取引 350千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首
株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普通株式 4,703千株 －千株 －千株 4,703千株

株 式 の 種 類 当事業年度期首
株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当事業年度末
株 式 数

普通株式 633株 －株 －株 633株

・配当金の総額 58,780千円
・１株当たり配当金額 12円50銭
・基準日 2022年 3月31日
・効力発生日 2022年  6月 6日

・配当金の総額 58,780千円
・１株当たり配当金額 12円50銭
・基準日 2022年 9月30日
・効力発生日 2022年12月 6日

・配当金の総額 58,780千円
・１株当たり配当金額 12円50銭
・基準日 2023年 3月31日
・効力発生日 2023年  6月 5日

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の総数に関する事項

２．自己株式の数に関する事項

３．剰余金の配当に関する事項

（１）配当金支払額等

　　　　①2022年５月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項

　　　　②2022年11月４日開催の取締役会決議による配当に関する事項

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

　　　　2023年５月15日開催の取締役会決議による配当に関する事項

－ 12 －
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賞与引当金損金算入限度超過額 53,749千円
退職給付引当金損金算入限度超過額 359,868千円
役員退職慰労引当金繰入額 31,114千円
未払事業税 3,201千円
電話加入権評価損否認 7,967千円
繰越欠損金 132,426千円
その他 93,534千円

　繰延税金資産小計 681,863千円
評価性引当額 △21,390千円

　繰延税金資産合計 660,472千円

その他有価証券評価差額金 48,163千円
その他 4,905千円

　繰延税金負債合計 53,069千円
繰延税金資産の純額 607,403千円

４．当事業年度末日における新株予約権に関する事項

　　　　該当事項はありません。

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

　　繰延税金負債

　なお、土地再評価差額金に係る繰延税金資産相当額については、スケジューリングができないため全
額評価性引当額となり、繰延税金資産として計上しておりません。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については預金等安全性の高い金融資産に限定し、銀行等金融機関からの借入によ
り資金を調達しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先ご
との期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としております。
　投資有価証券は主として債券及び株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。上場株式
については四半期ごとに時価の把握を行っております。

－ 13 －
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貸借対照表計上額 時価 差額
（１）投資有価証券

 　その他有価証券 262,329 262,329 －
（２）関係会社株式 12,435 12,435 －
（３）差入保証金 555,494 504,730 △50,763

資産計 830,259 779,495 △50,763
（１）長期借入金（１年内返済予定を含む） 100,000 100,280 280

負債計 100,000 100,280 280

区分 貸借対照表計上額
非上場株式 3,000

　差入保証金は、主に店舗の賃借にかかる敷金であり、貸主の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、貸主ごとの残高管理を行うとともに、主な貸主の信用状況を把握する体制としており
ます。
　借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は新型コロナウイルス
感染症の対応に係る資金調達であります。また、借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社で
は、月次に資金繰計画を作成する等の方法により管理しています。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等は次表には含めておりません。（（注２）を参照ください。）

（単位：千円）

(注１)「現金及び預金」、「売掛金」、「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決
済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(注２)　市場価格のない株式等
 （単位：千円）

３.金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレ
ベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

－ 14 －
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区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
投資有価証券
　　その他有価証券 262,329 　－ 　－ 262,329
　関係会社株式 12,435 　－ 　－ 12,435
　資産計 274,764 　－ 　－ 　274,764

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
　差入保証金 　－ 504,730 　－ 504,730
　資産計 　－ 504,730 　－ 504,730
　長期借入金 　－ 100,280 　－ 100,280
　負債計 　－ 100,280 　－ 100,280

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の間接
的な時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル1の時価に分類しております。
関係会社株式
　投資有価証券同様、上場株式となりますので、その時価をレベル１の時価に分類しております。
差入保証金
　差入保証金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将
来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた現在
価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 15 －
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個別注記表

１．１株当たり純資産額 1,221円03銭
２．１株当たり当期純利益 108円87銭

長期借入金（１年内返済予定のものを含む）
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で割り引
いて算定しており、レベル2の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）

重要性が乏しいため記載を省略しております。

（持分法損益等に関する注記）
該当事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）
該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

－ 16 －
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